
地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

歳入 （単位：千円）

本年度予算額

3,050,000

歳出 （単位：千円）

うち引上げ分の
地方消費税交付金

1項　社会福祉費 12,108,870 11,234,448 4,219,798 7,014,650 652,398

2項　児童福祉費 10,344,670 9,444,780 6,005,242 3,439,538 319,895

3項　生活保護費 4,427,625 4,229,250 3,222,095 1,007,155 93,671

1項　保健衛生費 2,369,821 1,370,772 144,640 1,226,132 114,036

29,250,986 26,279,250 13,591,775 12,687,475 1,180,000

※　各項の主な事業

保健衛生費
がん検診の推進などの健康増進対策に関する事業
予防接種、母子保健などの保健衛生に関する事業

　　こととされています（地方税法第72条の116第2項）。

児童福祉費
こども医療費の助成、児童手当の支給に関する事業
保育所や認定こども園などの運営や放課後児童対策などの児童福祉に関する事業

生活保護費 生活保護事業

社会福祉費
障害者福祉、高齢者福祉などに関する事業
国民健康保険、介護保険などの社会保険事業

3款 民生費

4款 衛生費

合計

※　地方消費税交付金のうち、平成26年4月の消費税率引上げによる増収分については、社会保障施策に要する経費に充てる

款
うち引上げ分の

地方消費税交付金

6款　地方消費税交付金 1,180,000

款項 本年度予算額
うち対象経費

（事務費、人件費
を除く。）

対象経費の財源内訳

特定財源
（国県支出金等）

一般財源


